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2025 年３月 14 日 

各 位 

 

 

 

 
株式会社ペアキャピタルの株式取得（完全子会社化）及び商号変更 

に関するお知らせ 
 

 

株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス（以下、「当社」、その他グループ傘下企業を含めて「当社グ

ループ」という。）は、本日 2025 年３月 14 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ペアキャピタル（以下、

「ペアキャピタル」という。）の全株式を取得し、子会社化することについて決議いたしました。また、ペアキャピタル

は、2025 年４月１日付けで商号を変更することといたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 
 

 

１．株式の取得および商号変更の理由 

 

当社グループは、大手システムインテグレーターや事業会社等の顧客に向けて、IT システムのコンサルティング・企

画提案から開発、保守運用までを一気通貫で提供する IT 事業を行っております。また、当社グループの成長戦略としま

しては、従来から掲げているシステム開発の上流工程である IT コンサルティング・受託開発機能を強化する戦略に加え、

2023 年９月 19 日には、当社に経営コンサルティング事業準備室を創設し、クライアントの経営上の課題・経営課題解決

そのものへのアドバイザリー業務を提供できる体制を強化しております。 

 

ペアキャピタルは、中小企業の事業承継や成長戦略の支援に特化し、全国規模のネットワークと豊富な案件情報を活か

した M&A 仲介に強みを持つ企業です。また、独自の M&A マッチングプラットフォーム「AMAPE」を運営し、M&A プロセス

の効率化と透明性向上を実現しています。M&A 仲介事業を通じ、各業界における豊富な情報や営業力、広範な顧客基盤を

強みとし、「全ての人にとって M&A をより身近なものにする」という基本理念のもと事業を推進してきました。 

 

すでに、当社グループとペアキャピタル社は 2024 年 12 月に業務提携を結んでおり、AI や DX 戦略における高度な知見

と実績を備える当社グループと、M&A 仲介事業を通じ、各業界における豊富な情報や営業力、広範な顧客基盤を強みとす

るペアキャピタル、両社の強みを生かし、DX 推進支援から M&A 仲介業務に至る包括的なサービス提供を目指してきまし

た。 

 

ペアキャピタルのグループ参画により、当社グループ全体で企業価値協創型のコンサルティングを提供し、M&A の買い

手と売り手双方の価値を最大化することが可能となります。ペアキャピタルと当社グループのノウハウ・リソースを組み

合わせることで M&A 市場の課題解決と企業価値向上に貢献することを目指し、ペアキャピタルの商号を改め「株式会社

HC フィナンシャル・アドバイザー」といたします。 

 

同時に、本件により当社が中長期経営方針で掲げている戦略領域の拡大・業容の変革も推進してまいります。体制強化

のため、経営コンサルティング事業準備室に新たな人財を加え、「経営コンサルティング事業戦略室」へと名称を変更い

たします。 

 

引き続き当社グループは、「答えを創る次世代の経営課題コンサルティング企業」として、M&A を通じた企業成長支援

と経営課題解決を推進し、持続的な企業価値向上に貢献してまいります。 

 

 

会 社 名 株式会社ヒューマンクリエイション 

ホ ー ル デ ィ ン グ ス 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 富 永 邦 昭 

 （コード番号：7361 東証グロース） 

問 合 せ 先 
取 締 役 

管 理 本 部 長 
河 邉 貴 善 

 （TEL.03-5157-4100） 
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２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社ペアキャピタル 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区恵比寿４-20-３恵比寿ガーデンプレイスタワー31 階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 田中 哲 

（４） 事 業 内 容 
M&A アドバイザリー 

M&A プラットフォーム事業 

（５） 資 本 金 ９百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2020 年 10 月 14 日 

（７） 大株主及び持株比率 

合同会社田中   47.10% 

合同会社ＭＫ   12.00% 

合同会社ＮＪ   12.00% 

合同会社ＮＨＳ  12.00% 

松本 将和         4.90% 

田中 哲           3.00% 

西園 直記         3.00% 

西塚 淳           3.00% 

新井 裕己         3.00% 

合同会社ＭＧ       0.01% 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項ありません。 

人 的 関 係 該当事項ありません。 

取 引 関 係 
該当事項ありません。なお、2024 年 12 月 16 日より業務提

携契約を締結しております。 

（９） 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 2022 年９期 2023 年９期 2024 年９期 

 純 資 産 142 百万円 249 百万円 261 百万円 

 総 資 産 530 百万円 691 百万円 680 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 71.49 円 124.69 円 130.68 円 

 売 上 高 642 百万円 1,067 百万円 1,071 百万円 

 営 業 利 益 135 百万円 179 百万円 51 百万円 

 経 常 利 益 134 百万円 177 百万円 44 百万円 

 当 期 純 利 益 92 百万円 126 百万円 31 百万円 

 
調 整 後 E B I T D A 

( 参 考 値 ) 
249 百万円 398 百万円 239 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 46.07 円 63.20 円 15.98 円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 10.00 円 10.00 円 25.00 円 

※調整後 EBITDA についての調整項目 

以下の調整を実施。取締役報酬については、子会社化後の経営体制変更に伴い減額することが決定されており、過去水準

との差額を調整。インセンティブ報酬は、2025 年９月期に実施される報酬体系の見直しにより、インセンティブ率の低

下が見込まれるため、過去の水準から調整後の適正水準に修正。上場関連費用は、上場企業として必要だった監査法人・

証券会社・名簿管理人への支払費用が、子会社化後には不要となるため控除。訴訟関連費用については、特定の訴訟に関

連して発生した弁護士報酬等が一過性のものであり、継続的な収益性を適正に評価するために除外。以上の調整を踏まえ、

子会社化後の収益実態を反映した調整後 EBITDA を算出。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 合同会社田中 

（２） 所 在 地 東京都目黒区三田２-６-11 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 田中 哲 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング 

（５） 資 本 金 ５百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021 年６月２日 

（７） 純 資 産 24 百万円 

（８） 総 資 産 24 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 田中 哲 100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項ありません。 

人 的 関 係 該当事項ありません。 

取 引 関 係 該当事項ありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項ありません。 
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（１） 名 称 合同会社 MK 

（２） 所 在 地 東京都板橋区小茂根 3-16-7 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 西園 直記 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング 

（５） 資 本 金 1.5 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021 年６月１日 

（７） 純 資 産 ５百万円 

（８） 総 資 産 ５百万円 

（９） 大株主及び持株比率 西園 直記 100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項ありません。 

人 的 関 係 該当事項ありません。 

取 引 関 係 該当事項ありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項ありません。 

 

（１） 名 称 合同会社 NJ 

（２） 所 在 地 東京都渋谷区恵比寿西２-８-４EX 恵比寿西ビル５階 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 西塚 淳 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング 

（５） 資 本 金 1.2 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021 年６月１日 

（７） 純 資 産 ５百万円 

（８） 総 資 産 ５百万円 

（９） 大株主及び持株比率 西塚 淳 100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項ありません。 

人 的 関 係 該当事項ありません。 

取 引 関 係 該当事項ありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項ありません。 

 

（１） 名 称 合同会社 NHS 

（２） 所 在 地 東京都品川区上大崎２-８-21プラウド白金長者丸 204 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 新井 裕己 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング 

（５） 資 本 金 ２百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2021 年６月２日 

（７） 純 資 産 ５百万円 

（８） 総 資 産 ６百万円 

（９） 大株主及び持株比率 新井 裕己 100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項ありません。 

人 的 関 係 該当事項ありません。 

取 引 関 係 該当事項ありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項ありません。 

 

（１） 氏 名 松本 将和 

（２） 住 所 東京都品川区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はあ

りません。 

 

（１） 氏 名 田中 哲 

（２） 住 所 東京都目黒区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はあ

りません。 

 

（１） 氏 名 西園 直記 

（２） 住 所 東京都板橋区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はあ

りません。 
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（１） 氏 名 西塚 淳 

（２） 住 所 東京都目黒区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はあ

りません。 

 

（１） 氏 名 新井 裕己 

（２） 住 所 東京都品川区 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 

当社と当該個人との間には、記載すべき資本関係、人的関係及び取引関係はあ

りません。 

 

（１） 名 称 合同会社ＭＧ 

（２） 所 在 地 東京都品川区上大崎２-５-７ 

（３） 代表者の役職・氏名 代表社員 松本 将和 

（４） 事 業 内 容 経営コンサルティング 

（５） 資 本 金 １百万円 

（６） 設 立 年 月 日 2012 年２月 14 日 

（７） 純 資 産 53 百万円 

（８） 総 資 産 808 百万円 

（９） 大株主及び持株比率 松本 将和 100% 

（10） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項ありません。 

人 的 関 係 該当事項ありません。 

取 引 関 係 該当事項ありません。 

関連当事者への

該 当 状 況 
該当事項ありません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 
０株  

（議決権の数：０個）（議決権所有割合：0.00％）  

（２）取得株式数 
2,000,000 株 （うち、普通株式 2,000,000 株）  

（議決権の数：20,000 個） 

（３）取得価額 

ペアキャピタル社の普通株式 1,000 百万円  

取得関連費用（概算額） 10百万円  

合計（概算額） 1,010 百万円  

（４）異動後の所有株式数 

2,000,000 株  

（議決権の数：20,000 個） 

（議決権所有割合：100.00％）  

（注）相手先との間で株式譲渡前及び株式譲渡後の誓約事項と譲渡対価の調整に関する合意がなされており、2025 年３

月 31 日時点の財政状態に応じて取得対価の減額調整が発生する可能性があります。なお、取得価額については、対象会

社の過去の実績、現在の財政状態、今後の経営計画並びに実施したデューデリジェンスに基づき、株式取得の相手先と交

渉し、決定致しました。 

 

５． 新商号 

株式会社 HC フィナンシャル・アドバイザー 

 

６．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2025 年３月 14 日 

（２） 契 約 締 結 日 2025 年３月 14 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2025 年４月１日（予定） 

（４） 商 号 変 更 日 2025 年４月１日（予定） 
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７．今後の見通し 

 本件株式取得により、ペアキャピタルは当社 2025 年９月期の第３四半期より当社の連結子会社となりますが、当社の

2025 年９月期連結業績に及ぼす影響については、現時点においては精査中であり、中長期的には当社グループの企業価

値向上に寄与するものと考えております。今後、公表すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。  

 

（参考）当期連結業績予想（2024 年 11 月 14 日公表分）及び前期連結実績 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（2025 年９月期） 
8,606 635 635 404 

前期連結実績 

（2024 年９月期） 
7,165 631 629 404 

 

以 上 


